
米
中
に
遅
れ
を
と
る 

日
本
の
研
究
開
発
費 

日
本
と
主
要
国
と
の 

研
究
開
発
税
制
の
違
い 

世
界
を
リ
ー
ド
す
る
た
め
に 

さ
ら
な
る
後
押
し
を 

電
機
連
合
の
取
り
組
み 

  

日
本
の
研
究
開
発
費
は
、
こ
の
20
年
あ
ま
り
緩

や
か
に
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
米
中
の
投
資
は
そ

れ
以
上
に
増
加
し
て
い
ま
す
（
図
表
１
）。
日
本
の

経
営
者
は
、
新
市
場
の
開
拓
に
つ
な
が
る
長
期
的

な
研
究
開
発
の
重
要
性
は
認
識
し
つ
つ
も
、
リ
ス

ク
の
あ
る
投
資
に
は
消
極
的
と
言
わ
れ
て
い
る
こ

と
と
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
後
に
短
期
で
の
業

績
改
善
を
優
先
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
と
考
え
ら

れ
ま
す
。 

 
 

               

政
府
と
し
て
も
、
研
究
開
発
税
制
に
よ
る
促
進

を
行
っ
て
い
ま
す
が
、
主
要
国
と
比
べ
る
と
①
控

除
率
・
控
除
上
限
額
、
②
研
究
開
発
費
の
範
囲
（
人

件
費
の
算
入
）
な
ど
違
い
が
あ
り
ま
す
。
２
０
１

８
年
度
の
調
査
（
複
数
回
答
）
※
１

に
よ
る
と
、
研

究
開
発
税
制
を
利
用
し
な
か
っ
た
企
業
の
理
由
と

し
て
、「
控
除
額
が
低
く
メ
リ
ッ
ト
が
少
な
か
っ
た
」

が
35
・
１
％
と
最
も
多
く
、
次
い
で
「
専
従
の
研

究
者
が
い
な
か
っ
た
」
が
32
・
８
％
と
な
っ
て
い

ま
す
。
日
本
の
税
制
控
除
は
、
研
究
開
発
費
の
総

額
の
最
大
10
％
を
法
人
税
か
ら
控
除
で
き
ま
す

が
、
米
国
の
控
除
率
は
20
％
で
す
。
ま
た
、
中
国

で
は
研
究
開
発
費
の
１
５
０
％
ま
で
損
金
に
算
入

で
き
ま
す
（
図
表
２
）。
な
お
、
日
本
と
は
異
な
り

控
除
上
限
が
な
い
国
や
繰
越
・
繰
戻
が
認
め
ら
れ

て
い
る
国
も
多
く
あ
り
ま
す
。
そ
の
他
に
も
日
本

で
は
研
究
開
発
費
に
含
め
ら
れ
る
人
件
費
の
条
件

が
、「
専
従
で
研
究
開
発
に
関
わ
る
者
」
と
な
っ
て

い
る
た
め
、
専
任
の
研
究
者
を
置
く
こ
と
が
で
き

な
い
企
業
に
と
っ
て
は
メ
リ
ッ
ト
が
少
な
い
と
い

う
課
題
も
あ
り
ま
す
。 

※
１ 

平
成
29
年
度
産
業
技
術
調
査
事
業 

（
研
究
開
発
税
制
等
の
今
後
の
在
り
方
に
関
す
る
制
度
）
を
参
照 

                    

政
府
は
、
２
０
２
０
年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お

い
て
、
次
世
代
の
技
術
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
持

つ
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
と
の
協
業
を
促
進
す
る
「
オ

ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
促
進
税
制
」
な
ど
を
新

た
に
盛
り
込
み
ま
し
た
。
新
税
制
で
は
、
新
た
な

事
業
の
開
拓
な
ど
を
条
件
に
、
２
０
２
０
年
４
月

か
ら
２
０
２
２
年
３
月
末
ま
で
の
期
間
を
対
象
と

し
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
１
億
円
以
上
（
中
小

企
業
は
１
千
万
円
以
上
）
の
出
資
に
対
し
、
取
得

価
格
の
25
％
を
所
得
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。 近

年
、
自
社
に
な
い
技
術
や
知
識
を
得
る
こ
と

を
目
的
に
、
他
社
や
研
究
機
関
な
ど
と
連
携
し
て

い
く
こ
と
が
重
要
に
な
っ
て
き
て
お
り
、
こ
う
し

た
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
進
し
て
い
く

支
援
策
は
重
要
で
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
今
回
の

税
制
改
正
で
は
研
究
開
発
税
制
に
関
す
る
控
除
率
、

控
除
額
の
上
限
、
人
件
費
の
算
入
条
件
の
改
善
に

つ
い
て
は
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
せ
ん
。
日
本
の
控

除
率
は
主
要
国
と
比
較
す
る
と
低
く
、
競
争
力
の

強
化
や
控
除
額
の
上
限
に
達
し
て
い
る
企
業
の
研

究
開
発
を
さ
ら
に
後
押
し
す
る
た
め
の
制
度
の
拡

充
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
人
件
費
の
算
入
に

つ
い
て
も
、
海
外
で
行
な
わ
れ
て
い
る
「
賃
金
に

対
す
る
源
泉
所
得
控
除
（
Ｗ
Ｂ
Ｓ
Ｏ
）」
が
参
考
に

な
り
ま
す
。
事
前
に
研
究
開
発
に
か
か
る
予
想
時

間
を
申
告
し
、
従
業
員
に
支
払
う
賃
金
に
対
し
て

源
泉
所
得
税
控
除
（
申
告
と
の
差
額
は
返
還
）
を

控
除
限
度
額
な
く
行
な
う
も
の
で
す
。
日
本
が
世

界
を
リ
ー
ド
す
る
た
め
に
も
研
究
開
発
の
さ
ら
な

る
後
押
し
が
必
要
で
す
。 

   

近
年
、
主
要
国
に
お
い
て
は
、
法
人
税
率
を
下

げ
つ
つ
、
研
究
開
発
を
維
持
・
拡
充
し
て
い
ま
す
。

日
本
の
研
究
開
発
費
は
、
先
進
国
の
中
で
も
長
年

高
い
水
準
を
保
っ
て
き
ま
し
た
が
、
政
府
の
支
援

は
主
要
国
と
比
べ
低
い
水
準
と
な
っ
て
い
ま
す
。

電
機
連
合
と
し
て
、
日
本
の
競
争
力
を
よ
り
強
化

し
、
積
極
的
な
投
資
を
後
押
し
し
て
い
く
た
め
に

も
よ
り
一
層
の
拡
充
を
求
め
て
い
き
ま
す
。 

研究開発で米中に遅れをとる日本 

促進に向けた政府からの積極的な支援を 

世界をリードしていくためには、新たな価値の創出に向けた研究開発が不可欠です。しかし、この20年

間、日本の研究開発費は大きく遅れをとっています。政府としても研究開発税制による促進を図ってき

ましたが、主要国と比較すると課題があります。 

                                    電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.１０３（２０２０.１） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。 

■図表１ 主要国の研究開発費の推移(億ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
参照：経済産業省  

日本の産業部門の技術開発をめぐる状況 
（2019年10月16日） 

■図表２ 研究開発税制の主要国との比較 

国名 主な制度 対象費用 繰越・繰戻 

日本 

【総額型】 
研究開発の総額×控除率（最大10％） 
上限は、法人税額の25％相当額。 

研究開発に必要な
原材料費、人件費
（専従）、経費、委
託研究費 など 繰越・繰戻

ともになし。 
【オープンイノベーション型】 
特別試験研究費の総額×控除率（20～
30％）上限は、法人税額の10％相当額。 

国の研究機関や
大学などと共同で
行う研究費 など 

米国 

【標準税額控除額】 
（研究開発-標準ベース金額）×20％ 
※標準ベース金額 
課税年度の平均年間総収入× 
研究開発費/総収入 
上限は､一般事業税控除額に基づく 

人件費、消耗費、
委託研究費（65％
制限あり）、内部仕
様のためのソフト
ウェア開発費 

一課税年度
の繰戻およ
び20課税年
度への繰
越が可能。 

中国 研究開発費×150％（損金算入） 
上限はなし。 

人件費、燃料費、
サンプル・プロトタ
イプなどの購入
費、ソフトウェア、
特許料、設備費  
など 

５年間の繰
越が可能。 

参照：平成29年度産業技術調査事業をもとに電機連合作成 
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